第４回医療審議会保健医療計画部会　議事要旨
●　日　　時：平成１９年８月６日（月）　１５：３０～１７：００
●　場　　所：兵庫県民医師会館　６階会議室
●　出席委員：山中　弘光（兵庫県医師会副会長）
　　　　　　　中村　　肇（兵庫県病院協会会長）
　　　　　　　吉田　耕造（兵庫県私立病院協会会長）
　　　　　　　太田　正幸（兵庫県精神病院協会顧問）
　　　　　　　東　　和夫（兵庫県薬剤師会会長）

　　　　　　　大東　晨八（兵庫県町村会事務局長）

　　　　　　　大森　綏子（兵庫県看護協会会長）
　　　　　　　石井　　昇（神戸大学大学院医学系研究科教授）

　　　 　　　 梅谷　健彦（社健康福祉事務所長）

　　　　　　　石川　雄一（神戸大学医学部教授）
　　　　　　　西尾　久英（神戸大学大学院医学系研究科教授）
●　欠席委員：橋本　猛伸（兵庫県歯科医師会会長）
柴生　　進（兵庫県市長会前副会長）
●　次　　第
１　開会

２　兵庫県健康生活部長あいさつ 
３　委員紹介及び部会長の選任

　　委員の互選により、山中弘光委員が部会長に選出された。

４　議　　事 
(１)保健医療計画の改定について
①改正医療法に基づく医療計画の見直しについて
②計画の改定方針について
③今後のスケジュールについて
資料に基づき事務局から説明を行った。

＜質疑応答＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
委　員：　この改正医療法に関する厚生労働省の資料には、「患者の視点に立った安全・安心で質の高い医療」というような美辞麗句が並んでいるが、そこには療養病床を減らし在宅に戻して医療費を抑えていこうとする厚生労働省の意図があるように思われる。こういう美辞麗句を並べて、ただ単に医療費を削減しようとする厚生労働省の姿勢に対して私は憤りを感じている。県におかれては、どのようなお考えか。
事務局：　確かに、綺麗な言葉が並んでいる。
しかし、これからの日本あるいは兵庫県において、医療・福祉・介護に関し一定の改革をしない限りは、制度はもちろんのこと、我々一人一人の健康も維持できないという状況に来ているのではないか。
したがって、いきなり平成20年4月にこの体制を作り上げるということについては無理があるが、少し時間をかけながらでも、制度としてどう作り上げていくか、地域の実情も踏まえて国民・県民みんなで検討を重ねていく必要があるのではないかと思っている。

委　員：　格差社会で弱者に無理を押し付けていこうとするのが今回の医療構造改革の根本ではないかと思う。これを新自由主義と言うようだが、例えばイギリスがそうで、イギリスでは確かに経済は回復したけれどホームレスが出てしまった。アメリカもそうだ。こういう新自由主義をそのまま野放しにしていいのか、ここは国会じゃないから、これ以上は申し上げないが、私としてはどうも納得いかない。国の方針に対抗して、県も、もっともっと県独自の方針を打ち出していっていただきたい。

事務局：　国の方針を受けて、その方向で進めていく一つの背景として、一つには、昔は在宅での看取りが非常にたくさんあったのに、今は病院での死亡が85％ぐらいである。その一方で、患者さんの意向は、在宅で最後を迎えたいという声が非常に多いという実態がある。また、精神科病棟においても、社会的な基盤が整えば在宅での生活は可能な患者が相当いると言われている。
そういったことを考えると、やはり可能な人については在宅で生活をしていただくのが、人間にとってそれは相応しい方向ではないかと思う。
そういった方向に向かって、今まで病院に入院していた患者の中で、在宅でも可能な人々については在宅で生活をしていただく。その生活を周りがバックアップをする体制を整えていく、という基本的な流れは、直ちに否定できないと思っている。
ただ、そこへ行くには、短期間ではなかなか難しい。5年10年、もっと長いスパンで進めていく息の長い取り組みが必要ではないかと思っている。
委　員：　国の資料には「患者中心の医療」と書いてあるが、「患者中心」といったら患者さん自身が考えることなのか、周りが考えて患者中心なのか、どちらか。
事務局：　恐らく、両方ではないかと思う。
委　員：　言葉がきれいすぎる。現実には、介護施設は入所者が急病になったら病院に入院させようとする。それに対し、急性期の病院は困って、中には「そういう患者は連れて来てくれるな」と声明を出す病院もある。「来てくれるな」と言わないことには急性期医療は回っていかないという実態がある。
委　員：　医療連携体制づくりはすべて官主導でやるのか。民が入ってはいけないのか。というのは、例えば、脳卒中の病病連携は、民主導で既にあちこちにできている。大阪府の豊能地区では国立循環器病センターをとり巻く民間の回復期リハビリテーション病院を中心に出来てきており、自由参加で大体尼崎まで広がってきている。西播磨では姫路循環器病センターを中心に連携体制ができている。神戸でも既に連携体制をつくろうとの声があがっている。そのような民主導の形で連携を進めたらいけないのか。
事務局：　今回の医療制度改革は平成17年の12月の医療制度改革大綱により国としての枠組みが決まり、昨年6月に関係法が国会を通っている。その上で、国から参酌標準等が示され、その枠の中で、県としてどのように取り組んだらいいかということで、この計画の議論がある。当部会においては、この枠の中でどういう工夫をするかということを議論いただきたい。

言葉の問題についてだが、目指すべき姿というのは理念であり、理念がきれいな言葉であってもおかしくないし、その理念はしっかりと知っておく必要がある。それが現実にできているかは検証しながら検討を進めるということになる。

次に、官か民かという話だが、医療計画を作成するのは、県が法律上に位置付けられてやっている。その上で医療機関は官民両方あるから、両方で相談し連携してやっていくものがあって当然だ。現実に行われている取り組みを踏まえて、将来に向けてどうしていくかというのが、この計画部会の役割であることをご理解いただきたい。

委　員：　私は最初にこの資料を見て、一番問題なのは、4疾病5事業について具体的に医療機関名を挙げて、急性期から居宅までの医療体制を明示するということだ。これは、がん拠点病院の選定の時にあったような議論も出てくると思われる。だから、具体的に医療機関名を挙げることは可能かどうかということは、非常に気になっているところだ。特に糖尿病などは、一体どんな医療機関を挙げるのだろうと思う。
委　員：　今回の計画見直しでは、患者への情報提供がひとつのポイントになっているようだが、具体的にどういう形で情報提供するつもりか。情報提供の方法に関して現時点での県のお考えがあれば教えてほしい。
事務局：　結論から申し上げると、現時点ではまだ手探りであるというのが現状だ。国も、病院機能情報に関しどのレベルで出せばよいのかということについて明確な指針をまだ示していない。個別の病院がもつ機能をどう出していくかが非常に大きな課題だ。
もう一つの課題として、特に都市部では膨大な量の医療機関があり、その医療機関の名前を、あるいは機能を、公表した仕組みを作った時に、それをきちっと維持するのが非常に大変だ。正しい情報を保つ仕組み作りに関しても、大きな課題がある。

さらに、医療計画の中に個々の医療機関の具体的な医療機能を書いた場合に、それはどんどん変わっていく。変った時に、それをどう扱うのか、という問題がある。そこで、ある程度の枠組みだけを計画に載せて、具体の病院名についてはある程度以上のレベルのものにするとか、あるいはインターネットなんかを使った県のホームページの中で公表していくとか、それらを組み合わせ、工夫をしていかなければならないと思っている。

委　員：　情報提供に関しては、国からまだ、きちっとしたことが示されていないということか、それとも、都道府県に任されているということか、そこはっきりしないと議論できないのではないか。
委　員：　恐らく、国はレセプトオンライン化とＤＰＣ制度を使うのではないかと私は思っている。これらの情報は非常に正確なデータなので、病院の医療機能の実態を把握するための絶好のデータとなる。
事務局：　何をどう使うかというところは、まだ示されていないので、今ここでお答えできない。明後日に国の説明会があるので、その辺の情報が入り次第、委員の皆様にご覧いただく。

委　員：　医療機関情報については、4疾患5事業に限らず、全ての医療機関の医療機関情報の公表ということをやっているのではないのか。
事務局：　医療法と薬事法が改正されて、医療機関が診療機能を県に報告する義務ができた。そして、県はその情報を、県民・国民にわかりやすく提供するということで、今年度、医療機関の情報システムを構築する予定だ。インターネットで、県民がそれぞれの医療機関の情報を判るようにするシステムを作る。
公表すべき情報として国の方から示されているのは、名称、所在地、開設者、診療科目、病床数、医療相談に対応する対応とか、対応可能な疾患、専門外来とかセカンドオピニオンの対応とか、クリティカルパスの実施等、20年度までに54項目を表示する。これにより患者さんを含めて県民の方が、自分がどこにかかればよいのか、どこの医療機関が安全安心なのか、そういうことが判るようにする。これは保健医療計画との絡みもあるが、基本的には医療法・薬事法の改正に基づいて処理し決定するものである。

委　員：　それで実際に4疾患5事業に関する情報は、県の方で全部集まるのか。
事務局：　4疾病については県が既に先行してシステムとして組んでいるので、それと、国が決めた指針、そして今から実態調査をするので、それらを合わせ、保健医療計画の中で圏域ごとの連携体制においてどこの医療機関を中核にするかというようなことを検討したい。

委　員：　ということは、がん拠点病院の時と同じように、4疾患については中核病院を選定するのか。
事務局：　がんについては既に拠点化がなされている。他の疾病については、明後日の国の説明会等でこれから指針が出てくる予定だ。例えば、糖尿病については、平成14年から県のシステムの検討の過程でも専門委員会委員の中から、拠点制にはそぐわない点があるという指摘もあった。そういうこともあるので、個々の状況に応じて対応したい。
委　員：　一番問題なのは、今後、名前が計画の中で出るか出ないかで利害関係が出てくるので、医療機関の間でもいろんな意見が出てくると思う。それだけがちょっと心配だ。
委　員：　システムの決め方は、つまり拠点病院の選び方は、行政主導でやっていくのか。それとも何か考えがあるのか。
事務局：　拠点病院の決め方について、行政主導かというご質問だが、現実にがん拠点病院がそういう決め方ではない。全国どこでも一定水準以上の治療をしようという発想の下に、選定基準が決まり、その基準に合致した病院で、かつ地元で合意を形成できたものについて推薦をすることとなっている。
拠点病院なりのシステムを組まずに、どの病院も一緒だと言った場合、県民の方々から見てわかりやすいのかという観点が、我々行政としてのスタンスだ。

委　員：　確かに、がん拠点病院の時もそうだったが、「最低限これだけの道はあるよ」ということをきっちり県民の方々に説明する必要はあると思う。そこの言い方、決め方をちゃんと考えなければ、もめるもととなる。それだけきっちりしてほしい。
事務局：　兵庫県は、がん拠点病院選定の際、調整に時間がかかっただけに、拠点病院の協議会を作った後、各病院の先生方・院長先生方の意識が非常に高くなっている。指定された1月の末から半年間に3回ぐらい協議会を開催し、他府県へ先行した形で協力体制を作っていただいていることは間違いない。
県独自の医療システムをつくるときも、県で基準となる項目を設定した上で、圏域でまず話し合いをしてくださいとお願いした。これは、紹介する先生方とそれを受ける病院側が、一致してこの病院をこういう位置付けで認知しようという合意がないと、仕組みが動かないという考え方をしていたからだ。
委　員：　医療連携を進める圏域は必ずしも二次医療圏に限らない。疾病ごとに適切な圏域を設定するのは非常に良いことだと思う。
委　員：　医療連携の圏域を決める場合、医療機能だけでなく、患者さんの動きであるとか、どれぐらいで病院にまで到着するかとかいった時間距離が重要だ。
先程も話しに出たようにＤＰＣを使うと、患者さんの実際の動き、どの圏域からどの圏域にどういう疾患で行っているのかということが分かる。多分、厚労省がそういうデータを必要としてくるだろうと思っている。それを踏まえて、兵庫県の道路事情と、救急道路事情と、それから患者の流れを分析して圏域設定ができるのだと思う。

また、ホームページで良い情報を示しても、コンピューターを使えない人たちにとってはアクセスできない。実際はそのような人こそ本当にこの恩恵に与らないといけないのに。コンピュータを持っていない人への情報提供の仕方も考えておく必要がある。
医療連携体制の検討の中で、拠点化を進めるため、病院等の統廃合まで踏み込んで考えるのか。
事務局：　アクセス時間については、我々も重要だと思っている。
DPC活用した分析ができるようになるのかという点については、国に確認をしたい。

コンピューターを使えない人についてどうするのかということだが、例えば、病院・診療所などの窓口などで周知することも含め、何かの仕組みで情報を出していきたいと思っている。

病院の統廃合については、先行している地域では、具体的には但馬だが、委員のおっしゃったような形で既に統廃合しているし、しなければ医師不足に対応できない。ただ、未だに全然系列の違う病院同士の統廃合は、非常に苦労するという現実がある。

委　員：　資料２の５ページ別紙1に、「地域ケアを進める」という章があって、在宅医療・在宅ターミナルケアの項目があるが、その中で褥瘡の問題をどう扱うのか。褥瘡への対応ができないために施設や在宅でのケアが進まないということがあるが、それをどう考えたらよいか。
また、県民が見やすい形の情報ということを考えた時、田舎にいてもインターネットを使われているお年寄が増えている。光ファイバーが入っていると、意外とそれで情報がリアルタイムで入ってくる。地域包括支援センターに行くと情報が見れるという仕組み作りも有効ではないか。
それから、訪問看護ステーションは今、県下では300から320箇所あると思うが、今後どのようにお考えか。もうちょっと増やしていこうという考えなのか、それとも、中味の充実っていうことになっていくのか。医療と福祉との連携が気になるところだ。
事務局：　まず情報の件だが、いろんな情報のチャンネルがあろうかと思う。いろいろなものを活用できるような工夫を考えていきたい。ただ、リアルタイムの更新という点については、情報の正確さというものをどこまで担保かということとの兼ね合いが、システムを組んでいく際の大きな課題だと思っている。

また、訪問看護ステーションの正確な数は今持ち合わせていないが、これからの在宅医療を確保するに当たっては、訪問看護ステーションと在宅支援診療所が非常に重要な役割を果たしていくものと思っている。どれだけニーズがあるかということも含めて充分議論していかなければと思っている。

福祉との連携については、この在宅・居宅での医療を支える上で重要な課題だと思っている。今、具体的にどうするという答えは持っていないが、充分検討を加えていきたいと思っている。

委　員：　了解した。それから、在宅医療には通所が重要になってきている。計画の中身の検討の際に話題になるだろう。

委　員：　医療圏域はどうなるのか、今までと同じか。
事務局：　先程もご説明したが、基本的に二次医療圏域、つまり入院病床確保という意味での二次医療圏域だが、それについては、現状を維持する形で議論をしていきたいと思っている。

4疾病5事業の医療連携体制という意味での圏域については、今の二次医療圏に拘らず、柔軟に対応して組み込むよう考えている。

委　員：　今の県民局は二次医療圏と一致しているが、県民局の再編があったら、どうなるのか。
事務局：　行政機関としての県民局の所管区域については、今後、県の行財構造改革の中で、議論が進められていくものと考えている。基本的に、医療提供単位としての二次医療圏域と、県民局という行政単位とは一致していることが望ましい、一致している方がいろんな事がやりやすい、ということはある。

しかしながら、本来の意味での医療圏域の設定は、現時点では、現在の圏域を維持をさせていくという考え方である。

　
事務局：　医療圏域の考え方については、平成１３年に現在の医療圏域を設定したときは、県民局単位と一致させたらどうかという検討をしてみて、療養病床と一般病床、つまり急性期と慢性期、両方含めた病床に入院する患者の移動について実態を確認し、問題がなかったからこの圏域にした。
今お話があったように、県民局が再編になるだろうという新聞記事も出ていたが、そういう時には、患者の流入流出という面から検討したうえで、圏域をどうするか検討することとなる。
基準病床数の面も考慮しながら、圏域設定を考えていきたい。

委　員：　二次医療圏域についての記載を担当する立場から申し上げれば、例えば、小児救急医療とかいう事になると、もう圏域ごとで解決できない面があると思う。

たとえば、丹波医療圏は殆ど小児救急が手薄になっていて、北播磨医療圏とか、それから神戸医療圏とか、そういうところに患者が移動していくので、そういう部分については、やはり共同して記載した方が良いのではないかという気がする。

他にも、いろいろ問題がある部分があるので、事務作業としては、医療圏域ごとに案を持ち寄って、調整をしていかないといけないという気もするが、現時点では、具体的な作業イメージがあまりよく湧いてこない。
事務局：　圏域ごとの重点課題、また、圏域ごとの4疾病5事業の連携体制の構築について、それぞれの圏域からの意見を頂戴して、我々事務局が一旦まとめて、それからこの部会に諮らせていただく、というような形で進めさせていただきたいと思っている。
委　員：　そうすると、医療連携体制の案は県庁の方でまとめていただいて、圏域において意見調整して、それを計画案記載するという形になるのか。
事務局：　必ずしも一方通行ではないと思うが。

事務局：　先程委員が言われた褥瘡（じょくそう）対策の件と、訪問看護ステーション件。

一つは、県下の訪問看護ステーションは平成19年3月末現在、352ヶ所ある。在宅医療においては褥瘡対策をどう捉えていくのかというご質問があったが、今、褥瘡もそうだし、在宅酸素療法を使われている方もおられるので、そういう方々に対する24時間体制での訪問看護ということは非常に重要である。そのためにモデル事業で、24時間対応型の訪問看護サービスを、尼崎の訪問看護ステーションに委託して実施しており、そういうことに対応できるような看護師の養成を考えていきたい。

委　員：　かかりつけ医に関する庁内勉強会の資料についてだが、かかりつけ医についていろいろと注釈がついているが、疑問のあるところだ。兵庫県では、かかりつけ医をどう考えていくのか、概念整理が必要だ。こういうのをかかりつけ医として考えるのだと、誰もがわかる言葉で定義し、計画に記載したほうがよい。
事務局：　この資料は、かかりつけ医の定義について、ある時点で、関係団体の方々の意見を聞いたり、調べたりして事務的にまとめたもの。現時点において、いろんな考え方があろうかと思うので、できたら、各委員のご意見を私どもに何らかの形でいただければ、とりまとめて、ご相談できるような形にしたいと思っている。
　委　員：　他に意見がないようなので、本日の議論はここまでとする。事務局は、本日委員から出された意見を踏まえ、計画の素案作成を進めて頂くようお願いする。

